
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

 　　 減価償却の方法　    定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　　建物      　　８～50年

　　　　　　　　　　　　　構築物      　７～50年

　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　６～20年

(2) 無形固定資産

 　　 減価償却の方法　    定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　　地上権       　　 ５年

　　　　　　　　　　　　　施設利用権    17～35年

2 　引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権　　

　等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。

(2) 退職給付引当金

　 　　職員の退職手当の支給に備えるため，当年度における退職手当の期末要支給額に相当する金額を　

　計上している（なお，一般会計が負担すると見込まれる額96,696,734円を除く）。

(3) 賞与引当金および法定福利費引当金

　 　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ　

　る支給（支出）見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上し

　ている（なお，一般会計が負担すると見込まれる額7,453,000円を除く）。

3 　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜き方式によっている。　　

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

1 　企業債の償還に係る他会計の負担

　 　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還予定

　　のものも含む）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，19,759,019,050円である。

個　別　注　記　表
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Ⅲ セグメント情報に関する注記

1 　報告セグメントの概要

　公共下水道事業会計は，公共下水道事業および特定環境保全公共下水道事業を運営しており，各事

業で運営方針等を決定していることから，この２つを報告セグメントとしている。

　なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

2 　報告セグメントごとの営業収益等

（単位：円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　　減価償却費

Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

1 　リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。

2 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　１年以内　  5,317,818円

　　１年超　 　 7,837,214円

　　　合計　　 13,155,032円

　　他会計繰入金
    （収益的収入）

　　有形固定資産および
　　無形固定資産の増加額

△ 9,708,340

△ 1,483,076,260△ 76,418,353△ 1,406,657,907

3,530,259,402

1,176,119,235

78,668,053,0022,523,020,75476,145,032,248

　令和6年度（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

公共下水道事業

19,248,8151,156,870,420

2,614,606,050

1,151,148,403

△ 691,034,818

合　　　計

101,711,933

3,611,993,40681,734,004

5,923,145,352

1,160,856,743

90,558,417,537 93,173,023,587

 戸井地域の排水区域において下水を処理する業務

△ 750,125,280△ 59,090,462

特 定 環 境 保 全
公共下水道事業

5,274,732,005

6,024,857,285

42,621,4715,232,110,534

特定環境保全公共下水道事業

 特定環境保全公共下水道事業以外の排水区域において
 下水を排除または処理する業務

事　業　の　内　容事　業　区　分

公 共 下 水 道 事 業
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Ⅴ その他の注記

1 　貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，債権の不納欠損による損失3,229,516円を処理するため，貸倒引当金3,229,516円

を使用した。

2 　退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　 　当年度において，退職手当として62,396,483円を支給するため，退職給付引当金50,104,376円（一

般会計が負担すると見込まれる額を除く）を使用した。

3 　賞与引当金および法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出のうち，前年度の負担

に属する額（12月から3月までの4か月分）として34,779,000円を支給（支出）するため，賞与引当金

および法定福利費引当金27,831,000円（一般会計が負担すると見込まれる額を除く）を使用した。
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